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一 1896− 1925年出生 コ ホ ー トに み る旧制中等教育の 社会的位置
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1． 旧制学歴 と社会移動

　戦前 ・戦後を通 じて ， 学校は社会移動の 通路 と して 大きな比重を 占め て きた。 「い い

学校に い けばい い 職業に つ け る」
一一倫 理的な善悪 は 別に して ， こ うした通念が 「学

校 に い く」 とい う営み を ささえて きた こ とは， うた が い よ うの な い事実で あ る。

　だが ， 学校 とい っ て も一様で はな い
。 さ まざまな ラ ン ク が あ り， さ まざまな種類が

あ る 。 特に戦前の 旧制学校教育に 関 して は， その それぞれが どん な 形で社会移動の 通

路 とな っ て きたの か に つ い て ， あ ま りわ か っ て い な い
。 例え ば ， 旧制は実業学校 ・ 専

門学校な ど職業 と強 く関連づ けた 学校系統 を も っ て い たが ， そ れ は現実の 職業キ ャ リ

ア と どう結びっ い て い た の か
。 ある い は，学校教育の 拡大傾向の なか で ， 各学歴 の 位

置 は ど う変化 して い た の か
。　　 そ うした 学校 の種別 と時代 とを視野 に い れ た，学歴

と職業の マ ク ロ 社会的 な分析はあ ま りな い
。

　 い うまで もな く， そ の 主な 理 由は実証的な デ
ー タの 不足に ある。 それで も高等教育

に つ い て は か な りわか っ て きた （天野　 1989
， な ど）。 伊藤（1993）は ，

1920−30年代を

高等教育の 転形期 と位置づ け ， 高等教育卒業生 の 量 的拡大 と新中間層の 拡大とを関連

づ けて い る。 けれ ど も社会全体で み れ ば ，
こ の 時期の 高等教育進学者は まだ ご く少数

に す ぎな い
。 事実，図 1 の在学者数をみ れば わか る よ うに， この 時期飛躍的 に拡大 し

て い たの はむ しろ中等教育の 方で あ り ， 制度的 。 量的な学校教育の 変容 とい う観点か

らみ る と，高等教育以 上に 中等教育が 重要で あろ う 。 こ の 圧倒的多数を しめ る 初等 。

中等教 育 に 関 して は ， 部 分的 な史料 に よ っ て 断片的 に 知 り う る だ けで あ り （中村
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図 1　 男子 在学者 数

1971， 菊池　1967，な ど），
マ ク ロ 社会 レ ベ ル で の 職業 キ ャ

1丿ア との 関係にっ い て は ，

ほ とん ど明 らか に されて い ない 。

　こ う した学歴と職業の 関係， とりわ け拡大 の 主役 と もいえ る中等学歴 と職業の 関係

を マ ク ロ 社会 レ ベ ル で と らえ る に は t 現在の とこ ろ 「社会階層 と社会移動調査」（略称

SSM 調査） を利用する しか ない
。 もちろん ，

　 SSM を利用 した こ の 種 の分析に は すで

に い くつ もの 先行研究が あるが ， その 多 くは時代的要素 を無視 して い る 。 例 え ば ， 半

世紀 もの 時間幅を もっ サ ン プ ル をひ とま とめ に して あっ か っ た り， 職業キ ャ リア の終

点 と して 20歳 〜 69歳まで の 幅が あ る現職を と っ て い るの で ， どの 時点で 学歴 と職業の

関係を と らえたか が は っ きりせ ず ， 各学歴の 社会的位置づ けが ぼや けて しま う。

2． 65年 SSM デ
ー タの 再 々 コ ー ド化

以 上の 点を考慮 して ， 本論文で は時代 と学歴の 種別 に注目しな が ら，
SSM 調査 デ ー

タを っ か っ て ，旧制学歴 ， なか で も旧制中等学歴 と職業の 関係 を調 べ て み る こ とに す

る 。

　過去 4 回の SSM の うち， 1日制学歴 を あ る程度まで 精密 に追跡で きる の は65年調査

で あ るが
Cl）

， 従来 の 65年デ ータフ ァ イ ル で は ， 学歴 の 種別が大 まか な うえ ， 分類が若干

不正確で あ っ た 。 その ため今回の 分析 に あ た っ て は ， 調査票原票に 記載 され た最終学

歴校名 と学歴経由年数 に もとつ い て ， あ らため て デ
ー

タ を再 コ ー ド化 した
。 学校種別

を 21個に 細分 し， 分類 ミ ス も修正 した 。 今後65年 デ
ー タを使 う際は， こ の 新学歴 コ

ー

ドに 準拠する こ とが の ぞ ま しい
12｝

。

　な お ， あ らか じめ断 っ て お くが ，65年調査 は 55 ・75 ・ 85年調査 に くらべ て サ ン プ リ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 戦間期 日本に お ける職業と学歴

ン グに少 し問題が あ る
t3）

。 しか しなが ら，
65年デー タは，  全国規模で 旧制学歴者の 社

会移動を追跡で き る唯
一 の デ

ー
タで あ り，   士族／非士族や職業キ ャ リア な どサ ン プ

ル の 属性情報が豊富で あ る ， とい う点で ， や は り他 に類例を みな い 貴重な もの で あ る。

したが っ て ， 統計的正確性にあ る程度目を つ ぶ っ て も，資料的価値は十分あ る 。 それ

ゆえ 以下で は， こ の 65年 の新学歴 コ
ー

ドを っ か っ て ， 分析 して い くこ とに す る 。

3． 時間幅と種別 と職業

　まず対象とな るサ ン プ ル で あ るが， 65年調査全体の サ ン プ ル の 出生年 は 1896− 1945

年で ， うち約 3分の 2が 旧制の 学校を最終学歴 と して い る。 た だ し， 新制 へ の 移管時

の 世代 は旧制 ・新制が ま じっ て い るの で ， これをの ぞ き， 以下で は ， 出生年で 1896年

一1925年 の 範囲の 世代 だけを分析の 対象 とす る 。

　学歴の 種別 は，新学歴 コ ー ドを統 合 して 次 の 6 つ の 旧 制学歴 カ テ ゴ リーを つ く っ

た D

　  　小学校 （尋常小学校）

　  　高等小学校 （高等小学校 ， 実業補習学校 ， 小学校卒後 の 各種学校）

　  　実業学校 （甲 ・乙の 実業学校 ， 高等小学校卒程度卒後 の 各種学校）

　  中学校 （師範学校 ， 普通中学校）

　  高等学歴 （高校，高専，大学）

　文中で は，  小学校 と  高等小学校を 「初等学歴」，  実業学校と  中学校を 「中等

学歴」，   高等学歴 を 「高等学歴」とする 。 職業に つ い て は ， 父主職と本人初職お よ び

本人 40歳時職を と る こ とに しだ％ また職種 は，専門 ・ 管理 ／雇用 ホ ワ イ ト／自営ホ ワ

イ ト／雇用 ブル ー／自営 ブル ー／農業の 6分類を っ く っ た
 

。

4． 時代的背景　「まが り角の 世代」

　まず，こ の 1896年
一1925年生 まれの 世代 が どん な 時代的背景を も っ て い るの か ， 外部

デ ータも利用 しなが らみ て お こ う。

　こ の 世代は ， 義務教育終了時点が ほ ぼ 1908 〜 37年に あた り， 図 1 で み た中等教育拡

大期を経験 して い る。 ただ し，
こ の 時期は単純な拡大期で はな い

。 例えば尾嶋（1990）

は SSM デ
ータを 5 年刻 み の 出生年 コ ホ ー ト に わ けて ，教育機会の 時間的変化を調 べ

て い るが
， 平均教育年数が 正906− 10年 コ ホ ー トだ け一時的に 減少 して い る 。 尾嶋は55〜

85年の デ
ー

タをす べ て 合併 して み て い る が，65年単独で も，平均教育年数 は 1906− 10年

コ ホ
ー

トで 約0，3年減少する 。 55年単独だ と減少 は しな い が ， 増加の 程度 は小 さ くな
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る
。

さ らに 1916− 20年 コ ホ ー トで も55年で 平均教育年数が減少 し， 65年で 増加率が 小 さ

くな る 。 また ， 中等教育 へ の 進学率をみ る と，1906− 10年 コ ホ ー トで は55年 ・ 65年 とも

低下 し， 正916−20年 コ ホ ー トで は55年だ け減少す る。 以 上の こ とか ら， こ の 2 つ の コ

ホ ー トで 高学歴化が一時的に低下また は停滞 した と考え られ る 。 事実 ， 文部省統計の

中等学校在籍者の 伸 びもこ の 時期 に鈍化 して い る。

　こ の 原因 は，経済的な要因に求め るこ とがで き る。 本論文の 対象世代の 初等教育修

了時点1908−37年 は ， 経済史的に は大 き く 3 っ の 時期にわ け られ る。
1910年前後の 「企

業勃興」か ら第
一

次大戦まで の 長い 好況期，
1920年代初頭の 戦後恐慌に は じま り1929

−31年 の世界恐慌で おわ る20年代の 不況 期，
1932−37年の 好況期 で あ る （中村　1993）。

先の 1906− 10年 コ ホ ー トと 1916− 20年 コ ホ ー トは ， 特 に 深刻だ っ た 2 つ の 恐慌期 にぶ っ

か っ て い る の で あ る。

　そ して ， こ の 景気変動の なか で ， 産業構造 自体 も大 きく変化 して い っ た。 資本主義

的企業 が本格的 に 登場 し大戦期 に空前 の ブ ー ム を迎 えた 後，
20年代 の 不況 の なか で

「重化学工 業化 」が進行する。 在来の 手工業的企業の 多 くは淘汰 され る か ， 中小企業の

位置へ と押 しや られ て い っ た （中村 ・ 尾高　1989）。

　ま とめて い えば ，
1896− 1925年生 まれ の 世代が 中等教育 に進学す る 時期 は， 学校に

と っ て も経済に と っ て も大 きな転換期で あ っ た 。 そ の なか で
， どの よ うな人 々 が どん

な 旧制学歴 を取得 した の か 。 学歴取得 に際 して は ， 父主職や族籍な どの 属性 は どの よ

うに影響 して い た の だ ろ うか 。 さ らに ，各学歴 の 取得者はそ の 後 ， どん な職業キ ャ リ

ア を歩ん で い っ たの か。 また ， 上の よ うな転換期を へ て ， 学歴 と職業 との か か わ りは

ど うな っ て い っ たの か 。 本論文で は ， そ うした点 に 注目す る こ とに よ っ て ， こ の 時期

の 職業移動の経路 と して 各学歴 が ， どの よ うな社会的位置を 占め て い たの か を明 らか

に して い こ う。

5． 父主職 と本人 学歴

学校 へ の 入 り方 と職業 との関係， っ ま り本人学歴 と父主 職の 関係 はど うな っ て い た

の だ ろ うか 。
こ れ は， 父主職を本人 また は家族 の 階層指標 とみ なせ ぱ，各職業階層 ご

との 進学傾向の 違 い を み る こ と に な る
 

。

（1） 各職 ごとの 進学傾向の 違い

　全 体的な父主職 と進学傾向の 関係をみ る と，中等教育以上 の 学歴 を取得す るか否か

に っ い て も， また ， 中等教育以上 の学歴者が 中等教育 だ けで 終わ るか／高等教育まで
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図 2 　 父主職 別進 学率の 推移

進学す る かに つ い て も，統計的に 有意 に父主職との 関連性があ っ た％

　 さ らに ， 各職業カ テ ゴ 1丿一 ごと に も う少 し細か くみ て み よ う。 図 2 は各 コ ホ
ー

トに

お け る父主 職別 の 中等教育進学率の 推移を グ ラ フ 化 した もの で ある （父主職 が 専門 ・

管理職 で あ るサ ン プ ル は数が少 な い の で 除い た）。

　先 にふ れ た 1906− 10年生 まれ を含む 1906− 15年 コ ホ ー
トで ， 進学率 の低下 また は停滞

を示 して い る父主職 は ， 実は雇用 ホ ワ イ トと 自営 ホ ワ イ トの みで ある 。 対照的 に雇用

ブ ル ーは順調 に進学率を上 昇 させ，急速 に高学歴化 して い る。
っ ま り，

20年代の 不況

は ホ ワ イ トカ ラ
ー

的職業 に よ り打撃をあた え，それ が子供の 進学率を低下 させ た 。 他

方 ， 「重化学工 業化」で 成長分野が 多い雇用 ブ ル ー
で は打撃が少な く， 進学率 は上 昇 し

続けた と考え られ る
〔S）

。

　だ が ， この 点で の格差 の 縮小 に よ っ て雇用 ホ ワ イ トと雇用 ブル ーの 進学傾向が同
一

化 したわ けで は な い 。 高等教育進学率 を同時 に み て み る と， 雇用 ホ ワ イ トで は中等教

育進 学率 と高等教育進学率 とが ほ ぼ パ ラ レ ル に 推移す る の に対 し， 雇用 ブ ル ーで は高

等教育進学率 は低水準 に と どま っ て い る。 雇用 ホ ワ イ トで は中等教育進学者が増加す
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れば ， それ に応 じて 高等教育進学者 も増加す るが，雇用 ブル ー
で は高学歴化 は中等教

育まで しか お よん で い ない
。 そ こ に

一
つ の 「壁」が あ っ た よ うに み え る。

　そ の 一方で ， 自営 ホ ワ イ トの 中等教育進学率 は ， どの コ ホ
ー

トで も50％ 前後 と高 い

が ， 明確な増加 はな く， 停滞傾 向に あ る 。 高等教育進学率 も同様で あ る 。 自営 ブル ー

で は ， 雇用 ブル ー
ほ ど顕著で は な い が，中等教育進学率の増加傾向が み られ る。 自営

ブル ーの 高等教育進 学者 は 1916− 25年 コ ホ ー トで 初め て 出現 す る。 自営 で は ホ ワ イ

ト ・ ブル ーと もに ， 雇用 に比べ て 高学歴化の 傾向が 明 らか に弱 い
。

　農業で は ， 中等教育進 学率 は 20％前後 ， 高等教育進学率は 10％ 前後で 推移 して い る
。

ほ ぼ30年に わ た っ て ， 農業 の家庭で は 中等教育以上 へ の進学事情 は変化 して い ない 。

農業層 は 中等教育の 拡大傾向か ら取 り残され て い たの で ある。 けれ ど も，農業層が高

学歴化か ら無縁で あ っ たわ けで は な く， 尋常小学校で 終わ るか ／高等小学校 まで 通 う

か とい う点で は明 らか に変化が起 きて い る。 尋常小学校以下 の 学歴者 は コ ホ
ー

ト ごと

に ， 34°
／。→ 19％ → 11％ と減少 して おり， この 時期に高等小学校卒が農家の

一
般的な学

歴 とな っ た こ とが わか る 。

　逆に い え ば，雇用 ブ ル ーに お い て 高等教育進学が 「壁」 に な っ て い たよ うに ， 農業

で は中等教育進学が 「壁」で あ っ た。 こ の 時期の 高学歴化は ， こ う した階層 ごとの 段

階的な玉突 き現象の 形で 進行 して い っ た よ うで あ る 。

（2） 各職業階層の 相対的な位置変化

　で は全体で の 高学歴化に と もな っ て ， それ ぞれ の 父主職は どの よ うに そ の 位置づ け

を相対的 に変化 させ たの だ ろ うか 。 図 3 は ，
コ ホ ー

ト別の 中等教育進学率を金体平均

と して ， さ らに そ れ ぞれ の コ ホ
ー

トの 父主 職別進学率を と り， そ れ と全体平均 との 差

を示 した もの で あ る 。

　1896−1905年 コ ホ
ー

トで は ， 全体平均を上回 る進学率を示す父主職 は ， 雇用 ホ ワ イ ト

と 自営ホ ワ イ トとの 2 つ で あ っ た
。

これ らの ホ ワ イ トカ ラ
ー系父主 職は ， どの コ ホ

ー

トで も全体平均 を上回 る比率で 中等教育に 進学 して い る 。

　特に雇用ホ ワ イ トで は，若干の 増減 はあるが ， どの コ ホ ー トで も30ポ イ ン ト以上 ，

全体平均よ り も高 く， 好況期の 1916−25年 コ ホ
ー

トで は顕著な増加を示 して い る。 雇用

ホ ワ イ トは高学歴化 とい う 「学歴 イ ン フ レ 」の なかで ， よ り高い 学歴 ヘ シ フ トする と

い う対応 をみ せ て い る の で ある 。 そ れ に対 し， 自営ホ ワ イ トで は 進学率の 増加が停滞

して い た ため ， 全 体平均 との差 が縮小 して い く。 同 じホ ワ イ トカ ラ
ー
系で も雇用 と自

営で は ， 高学歴 化 へ の 対応が こ とな る。 これ は ， こ の 2 つ の 階層 に お け る学歴取得が
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図 3　父主職別 中等教育進学率

もっ 意味の ちが い を示す もの で はな か ろ うか
〔9レ

。

　雇用 ブ ル ーの 進学率は ，
1896− 1905年 コ ホ

ー
トで は全体平均よ りも低 い 水準 に あ っ

た が
，

そ の 後の 増加は全体的な進学率の 上昇を上回 る。 そ の 結果 ， 1906− 15年 コ ホ
ー

ト

で は全体平均よ りも高 い 進学率を示 し，
1916− 25年 コ ホ ー

トで は 自営 ホ ワ イ トに匹敵

す る まで とな っ て い る 。 雇用 ブル ーは こ の 時期，
コ ホ

ー
ト全体 の 進学率か らみ て ， 相

対的な低学歴層か ら高学歴層 へ と ， は っ き り転換 して い くの で あ る。 重化学工 業化の

なか で ，工 場労働者に と っ て も学歴が重要視 され る よ うに な っ たの だ ろ う。

　そ れに 対 して ， 自営ブ ル ーと農業で は ， どの コ ホ ー トで も中等教育進学率が全体平

均よ り も低い
。 自営ブル ー

で は igO6− 15年 コ ホ ー トか ら1916−25年 コ ホ
ー

トにか けて ，

約 10ポ イ ン ト増加 して い るが ， そ れ で も全体平均を下回 っ て い る 。 自営 ホ ワ イ トと同

じ く， 自営 ブル ーも進学率全体の 上昇に つ い て い か なか っ た こ とがわ か る
。 また

， 農

業で は中等教育進学率 自体が上昇 しな か っ たた め， 1896− 1905年 コ ホ
ー

トで は 雇用 ブ

ル ー ・ 自営 ブ ル ー とほ ぼ同水準 だ っ た の が， 1906−15年 コ ホ
ー

トで は最 も学歴が低 く

な っ て い る
a°

。

　以上の よ うな 変化 は，1920−30年代 の 高学歴化 と社会経済構造の転換の なか で ， 各職

業階層が それ ぞれ独自の 対応 を と っ た こ とを意味する 。 雇用 ホ ワ イ トと雇用 ブル ー
は

よ り高学歴化 して い く。 雇用 ブ ル ーは中等教育に進出 し
， 雇用ホ ワ イ トは あたか もそ

れ と差異化 を図 るか の よ うに ， 高等教育 に も進出 して い っ た （サ ン プ ル 数の 関 係で 省

い たが ， そ の さ らに上に は専門管理層が い る）。 対照 的に ， 自営系の 進学率 は相対的 に

は停滞 また は低下す る 。 農業 は教育年数 自体 は の び る もの の
， 中等教育の 拡大傾向か

らは取 り残され ， む しろ 格差 が拡大 して い く。
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　先に 少 しふ れ た よ うに ，
こ れ は たん に経済的要因だ けで な く， 各職業階層 に おける

学歴取得の 意 味の ち が い も反 映 した もの で は なか ろ うか 。 重化学工 業化が進む なか

で ， さま ざま な分野で 大規模組織が生 まれて くる 。 そ の 大組織 へ の 所属の 鍵 と して 学

歴が重視されて くる 。

　例え ば ， 三菱で は1923年に 厂採用内規」 と 「見習取扱方」 を制定す るが ， こ こ で は

「高等程度 ノ 教育 ヲ 受ケ タ ル 者」すなわ ち 「帝大 ， 商大， 私大 ， 高等商業， 高等工 業及

其他官公私立専門学校卒業者」 は，「見習」 と して 「六 ヶ 月以上」勤務 した後 ， 「慎重

銓衡」の うえ 「正員」に採用 され ， 「中等程度 ノ 教育 ヲ受ケ タ ル 者」すなわ ち 「公私立

甲種又 ハ 乙種実業学校及 中学校 ノ 卒業者」は ， 「三 ヶ 月以上」 の 「見習」勤務後 ， 「銓

衡」 の うえ 「准員」 に採用 され た （前掲伊藤　1993）。 企業労働者で あ る雇用 ホ ワ イ

ト ・雇用ブル ーの 家庭 は， そ れ に 敏感 に反応 した の で あ る。 それ に対 して ， 自営系で

は ， 父主職 そ れ 自身の 職業生活に お い て 学歴 が積極的な意義を もた なか っ た た め ， 子

供の 学歴取得へ の ドラ イ ブも相対的に弱い ままで あ っ た
。 学歴取得の 意義が ほ とん ど

なか っ た農業は ， 中等教育の 拡大その もの か ら取り残 された
av

。

　 こ の こ と は別 の 視点 か らみ る と ， 学校教育との 関係 に お い て ， これ まで 同質的で

あ っ たホ ワ イ トカ ラ
ー系の 雇用 と自営 ，

ブ ル ーカ ラ ー系の 雇用 と自営が ， そ れ ぞれ分

化 し は じめた こ とを意味す る。 資本主義の 産業化 ・ 組織化 　　ウ ェ
ーバ ー

の い う 「近

代資本主義」化
一 の なか で ， 組織へ の 所属／非所属が各家庭の 生活世界を大 きく規

定す るよ うに な っ て きた の で あ る
u
％

（3） 実業学校の 位置

　図 1で み た よ うに 中等教育在学者数は ，
1920年代 と 1930年代後半 に 急増 し て い る 。

この 2 つ の 時期の 違い は ， 前者で は中学校生徒数 と実業学校生徒数が 同 じよ うに 増加

して い たの に 対 して ， 後者で は実業学校生徒数が 中学校 の そ れ を上回る勢 い で 増加 し

て い た点 に ある。

　事実， こ こ で 対象 と して い るサ ン プル の うち最終学歴 が実業学校は 12e／・ ， 中学校は

8％ ， 高等教育進学者 は 9％ で ， 中等教育以上の 進学者の な か で は実業学校卒 が も っ と

も多い 。
コ ホ ー ト別 に み れ ば ， 中等教育進学者に 占め る実業学校学歴 者 の 比率は43％

→ 40％ → 43％ と推移す る 。 中等教育の 拡大 は実業学校の 拡大 で もあ っ だ
9
。

　で は，実業学校は中等教育の なかで どの よ うな位置に あ っ た の だ ろ うか 。 中等教育

進学者 の うち，最終学歴が実業学校で あ るか い な か と父主職 と に は ， 統計的に有意 な

関連性が あ っ だ
且

  中等教育進 学者 に 占め る実業学校学歴者が 多 い父主職 は ，
コ ホ

ー
ト
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に わ けずに み た場合 ， 順 に ， 雇用 ブ ル
ー

（59％） 〉 自営 ブル ー （50％） 〉 自営ホ ワ イ

ト （46％） 〉 農業 （45％） とな る 。

　さ きに み たよ うに ， 雇用 ブ ル ーの 父主職で は， こ の 時期 に 中等教育進学率が急速 に

増加 した 。
6 割近 くが実業学校を選択す る傾向は ，

30年の 間に 変化 した の だ ろ うか 。 父

主 職別 に ， 中等教育進学者の 学校選択に つ い て ，
コ ホ ー トにわ けて 考察 して み よ う。

　雇用ホ ワ イ トで は ， どの コ ホ
ー

トで も実業学校学歴者の 比率は コ ホ ー ト全体で の 比

率よ り低い
。 しか も，その 傾向は時代 とともに強ま っ て い る。 そ れに対 し， 雇用 ブ ル ー

の 実業学校学歴者の 比率は83％ → 75％ → 64％ とな り， どの コ ホ ー トで もコ ホ
ー

ト全体

で の 比率よ り高い
。 進学率を着実に増加 させ た雇用 ブ ル ー

で は，進学者の 半数以上 が

実 は ， 実業学校 へ 進学 して い た。

　 自営ホ ワ イ トで は ， 連続的な傾向はみ られ ない 。 自営 ブル ーで は中等教育進学率の

増加 は さ ほ ど顕著で は な く， 高等教育進学者の 出現 に と もな っ て実業学歴者の 比率 は

低 トする もの の ， 中等教育進学者 の半数以上 が実業学校学歴者で あ っ た 。 農業で は こ

の 期閤を通 じて 中等教育進学率が ほ とん ど増加 しなか っ たが ， 進学者に 占め る実業学

校学歴者 の 比率 は， コ ホ ー トごとに ，IOO°
／．

→ 59％ → 82％ とな っ て い る。 若干 の 増減 は

あ る もの の
， 父主職が農業の 場合， 進学者の ほ とん どが 実業学校卒 で あ っ た （実数か

らい えば ， 農業は最大の 父主職）。 農業全体か らみれば ごく一部に せ よ ， 高等小学校か

ら実業学校 へ の 進出が は じま りっ っ あ っ た。

　 っ ま り，実業学校 の拡大を支え て い た の は ， お もに 雇用 ブル ーおよ び農業の 階層で

あ っ た と考え られ る 。 特 に 中等教育に進出して い っ た雇用 ブル ーの 子供が ，中学校で

は な く， 職業系の 実業学校 へ 進ん だ点 は興味ぶ か い
。 経済的負担の 違い や 「実学志 向」

な ど ，
い くっ か理 由があ るだ ろ うが ，卒業後 の キ ャ リア も含めて 考え る と （第 7節参

照）， こ こで も雇用 ブ ル ーと他の 職業階層 を隔て る 「壁」が あるの で は な い か 。 さ らに ，

こ うした出身階層の ちが い は
， 中学校と実業学校の 社会的位置づ けの ちが い と も関係

して い る と思 われ る
｛［

％

6． 族籍に よ る違 い

　 これ まで 旧制学歴 の 社会的背景 と して ，進学者 の 家庭 の 職業階層に 注 目 して きた

が ， 戦前の 場合 ， 出身階層 と して もう一
つ 無 視で きな い 指標が あ る 。 族籍 　と りわ け

士族／平民の ちが い で ある。

　明治期 に 関 して は ，明治初期の 高学歴者の 出 自と して 士族／平民 とい う族籍の 差 が

重要で あ っ た （天野　1969） こ とや，明治20年代 なか ば以降の 中学校生徒の 急増は平
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図 4　士 族 と平民の 進 学率の 推移

民出身者 の増加 によ る （菊池　 1967）こ とが，先行研究 に よ っ て 明 らか に されて い る 。

けれ ど も， 1920−30年代で 調 べ た もの は ほ とん どな い
。 最初に の べ た よ うに ， 65年調査

で は族籍 も質問 して い る の で ， 学歴 と職業との 関係を考え る上で ， 重要な第 3 変数 と

な りうる族籍 の影響を検討 して み よ う。

（1） 士族／平民の 進学傾向の 違い

　族籍 と学歴 とは ， 統計的に 有為な関連性を もつ
ae

。

　図 4 は士族／平民の コ ホ
ー

ト別の 中等教育お よび高等教育へ の 進学率を示 した もの

で あ る 。 中等教育進学率 の推 移 は ， 士族で 65％ → 35％ → 67％ ， 平民で 22％ → 23％ →

30％ とな っ て お り， 高等教育進学率の 推移 は ， 士族で 35％一一
＞ 10e／o → 30％ ， 平民で 7％ →

4％ → 10％ とな っ て い る。 図 2 と比 べ ると，士族は雇用ホ ワ イ トと似た 傾向を示 し，平

民 は雇用 ブル ーと似 た傾向を示 して い る。 こ の 時期の 高学歴化の なかで ， 士族に はや

は り， よ り高い 学歴取得 へ の ドラ イ ブが働い て い た よ うに みえ る。

　次 に ， 中等教育内部で の ちが い をみて み よ う。 中等教育学歴者 （中等教育進学者の

なか か ら高等教育進学者 をの ぞ く）だ けを と っ て み ると ， 士族は中学校を ， 平民 は実

業学校を選択す る傾 向が ある
am

。 実業学校 へ の 進学者が 占あ る比率は ， 士族で は35％で

ある の に対 して
， 平民で は 66％ とな っ て い る 。 同 じよ うに 中等教育 に進学 して も，士

族出身で あれ ば中学校あ るい は高等教育 に進学す る傾向が あ り， 平民出身で あれ ば 6

割以 上が 実業学校を選択 して い るの で ある 。 実数で も， 平民 出身者 に お ける実業学校

学歴者の 比率 は，士族出身者 の それ を上 回る。 実業教育の 拡大 は，平民出身者 に支え

られ て い た とい え る だ ろ う。

　 こ れ を さ らに コ ホ
ー

ト別 に して 実業学校学歴者の 比率を み る と
， 全体平均で は64％

→ 48％ → 68％ と推移 して い るが ， 士族で は40％ → 110／e −’ 47％，平民 で は 70％ → 55％ →
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73 ％ とな っ て い る 。 実業学校学歴者の 比率か らい うと，士族出身者で はどの コ ホ
ー

ト

で も全体平均 よ り低 く， 逆 に平民出身者で は高い
。 ただ し，そ の傾 向は徐 々 に 変化を

み せ て い る 。 すな わ ち， 士族 に お い て 1896− 1905年 コ ホー
トと 1906− 15年 コ ホ ー トで は

全体平均よ り も20ポ イ ン ト も低か っ た 実業学校学歴者が最後の 1916 −25年 コ ホ ー トで

は急増 し，
一

方，平民で は実業学校学歴者 の 比率 は低下す る傾向に あ る。 中学校か実

業学校か に つ い て は士族／平民の 族籍格差 は縮小 しつ つ あ っ た よ うで あ る。

  　父職効果 と族籍効果

　た だ し，当然 なが ら，父主職 と族籍 との 間に は関連性が あ る。 本人学歴 との 関連性

を み るに は ， そ れぞ れ の効果を分離 して み る必要があ る。 そ こ で ロ グ リニ ア 分析を用

い て
， 進学お よ び学校選択 の 各局面で ， そ れぞ れが ど う影響 して い るか調 べ て み よ う。

　本人学歴を E，父主職 を F ， 族籍 を Z と して ， 各モ デ ル を最上位の 交互作用項 をっ

か っ て あ らわす と ， 飽和モ デル は （EFZ ）， それ以外で 論理 的に想定 され るモ デ ル は

（ZF ）， （ZF ） （ZE ）， （ZF ）（FE ）， （ZF ）（FE ）（ZE ）の 4 モ デ ル で あ る 。 分析の 結果

は表 1 に 示 しだ  

　まず中等教育 へ の 進学 に つ い て み た と こ ろ ， 第 4 の モ デ ル の み が成立 した
9゚
。 すなわ

ち， 族籍 が父主職 と本人の 進学機会に影響を与え ， 父主職 もまた進学機会 に影響を与

え て い る
。

　高等教育へ の 進学機会に っ い て は， 第 3 と第 4 の モ デ ル が成立 して い る
m

。 けれ ど

中等教育進学機会

　 　モ デ ル 　　　df

　　 表 1　 囗 グ リ ニ ア分析結果

　　　　　　　　　　 高等教育進学機会

G2　　P（％）　　　　　　 モ デ ル 　　df　 G2　 P （％）

（ZF）　　　　　　　 11　　59．65　　 0．00

（ZF ）（ZE ）　　　　10　　47．44　　　0．00

（ZF ）（FE）　　　　 6　　 9．82　　13．26

（ZF ）（FE ）（ZE ）　5　　 3．29　　65．46

（ZF ）　　　　　　　 10　　23．91　　　0．78

（ZF ）（ZE ）　　　　 9　　i8．22　　 3．27

（ZF ）（FE ）　　　　 5　　 2．89　　71，70

（ZF ）（FE ）（ZE ）　 4　　 1．81　　77 ．06

中等教育進学者 の 学校選択

　　モ デ ル 　　 df　 G2　　p（％）

中等学歴社の学校選択

　　モ デ ル 　　 df　 G2　 p （％）

（ZF ）　　　　　　　 11　　22，07　　　2．40

（ZF）（ZE ）　　　　10　　10．33　　41．20

（ZF ）（FE ）　　　　 6　　 9，26　　15．95

（ZF ）（FE ）（ZE ）　5　　 L38 　　92．66

　　 （ZF ）　　　　　　　10　　1L48 　　32．10

　　 （ZF ）（ZE ）　　　　 9　　 3 ，91　　91 ．72

　　 （ZF）（FE ）　　　　5　　 6．92　　22．63

　　 （ZF ）（FE ）（ZE ）　4　　 0，69　　95，31

　 　 　 　　 Z ：族籍　F ：父主職 　E ：本 人学 歴

df ： 自由度　G2 ：尤 度比 統計量 　p ：モ デ ル 適合度
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も， 下位の 第 3 モ デル で 第 4 モ デ ル の ほ とん どを説明 して い るか ら， 重要な の は第 3

モ デル だ とい うこ とに な る。 したが っ て ， 高等教育 へ の進学に っ い て は族籍単独の影

響は ほ とん ど存在せず ， 族籍が 父主職に 与え る影響と父主職の 影響 との 2 つ の要因に

よ っ て 決 ま ると考え られ る 。

　中等教育以上 の 学歴者の 学校選択に つ い て は ， 第 2 と第 4 の モ デ ル が成立す る
ev

。 第

2 モ デ ル と比較 して ， 第 4 モ デ ル の 説明力 は 2 倍以上 にな っ て い る。 す なわ ち ， こ こ で

の 実業学校選択 に つ い て は
， 族籍が父主職 と学校選択に影響を与え ， 父主職 もまた学

校選択 に影響を与え て い る， とい うこ とに な る。

　最後 に中等学歴者の なか だ けで み る と， 実業学校か 中学校か に っ い て は第 2 と第 4

の モ デ ル が 成立す るが ， 下位の 第 2 モ デ ル の み で ほ とん ど説明されて い る。 こ の 第 2

モ デ ル は族籍が 父主職 と本人の 学校選択に 影響を与え て お り， 父主職 は学校選択 に影

響を 与え な い， と い うモ デ ル で あ る。 士族家庭で は ， た とえ高等教育 は無理 で も，せ

め て 実業学校で はな く申学校へ 進学 させ た い
， とい う

一
般教育志向が存在 した の で は

な い だ ろ うか 。

　以 上を ま とめ る と， 進学先に つ い て族籍単独の 効果はあま りな く， 大体が父主職を

経由 した 効果 に な っ て い る （族籍と父主 職は明 らか に関連 して い る）。 ただ し，初等教

育で とま るか い な か ， 中等学歴 の なか で 実業学校か 中学校か ， の 2 つ の 局面 にお い て

は ， 族籍単独の 効果が み られ る 。
つ ま り， 士族 で は父の 職業 に かか わ りな く， 「子供は

中学校まで はい かせ た い」 とい う意識が働 いて い た と考え られ る。

7． 移動通路 と して の学歴
一

そ の 後の職業 キ ャ リア

　で は ，
こ う した学歴 は ， そ の 後の 職業 キ ャ リ ア に ど う結 び つ い て い る の だ ろ うか 。

学歴を媒介とす る世代聞職業移動 の 詳細 は ， 父主職 × 本人学歴 x 本人初職 x 本人40歳

時職の 4 重 ク ロ ス表で み る必要が あ る が ， 繁雑に な りす ぎる し ， ま た サ ン プ ル 数の 問

題 も生 じるの で ， こ こで は各学歴 ごとの 本人初職 と本人 40歳時職だ けをと りあげる。

（1＞ 各学歴 ごとの初職か ら40歳時職へ の 展開

　小学校学歴者 で は，初職 で も40歳時職で も 7 〜 8割は農業 と雇用 ブ ル ー
で 占め られ

る 。 ただ し， 初職 と40歳時職 とで は ， 多い順 が こ とな っ て い る 。 上位 3職 を あげれ ば ，

初職で は ， 農業 （50％ ）〉雇用 ブル ー （29％ ）〉雇用 ホ ワ イ ト （go／．）で あ るの に対 し，

40歳時に は農業 （43％） 〉雇用 ブル ー
（27％） 〉 自営 ブ ル

ー
（12％） とな っ て い る

。

初職 の 雇用 ホ ワ イ トが40歳時に も雇用 ホ ワ イ トで あ る比 率 （以下 ， 雇用 ホ ワ イ トの 同
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職率）は36％で ある 。 専門 ・ 管理 と雇用ホ ワ イ トの 合計は ， 初職で も40歳時で も11％

で ， 変化はな い
。 初職か ら40歳時に かけて の 雇用 ブル ーや農業の 減少は， 自営層に 吸

収されて い る 。 自営 ホ ワ イ トと 自営 ブル ーは合計で 11％ → 20％ と ， ほ ぼ倍増 して い る 。

　高等小学校学歴者で は，初職 と40歳時職の 多い ll頂は同
一

で ， 6〜7割が や は り農業 と

雇用 ブ ル
ー

で 占め られ る。 初職で は 74％ ，
40歳時に は62％ とな っ て い る。 上位 3職 は ，

農業 〉雇用 ブル ー 〉雇用ホ ワ イ トで あ る。 農業 は44 ％ → 34％ と 10ポ イ ン ト減少 して い

る 。 雇用 ブル ー
は31％ → 28°

／。 と，わ ずか に 3 ポ イ ン トの 減少で ある 。 雇用ホ ワ イ トの

同職率は480／。 とな っ て い る。 専門 ・ 管理 と雇用 ホワ イ トの 合計 をみ る と， 15％ → 18％

と増加 して い る 。 自営 は ホ ワ イ トとブル ーをあわせ て 11％ → 20％ に増加 して い る 。

　中等学歴者の 場合 ， 小学校や高等小学校の 学歴者 と こ とな っ て ， 職業構成が単純で

は ない
。 また，初職 と40歳時職で 多い 順が こ とな る 。 上位 4 職まで み る と，初職で は ，

雇用ホ ワ イ ト（42％ ）〉雇用 ブル ー （21％） 〉農業 （17％ ） 〉 専門 ・ 管理 （13％）で あ

る の に対 し，
40歳時に は ， 雇用 ホ ワ イ ト （43％）〉農業 （15％ ）〉 専門 。 管理 （13％）

＝雇用 ブル ー
（13％） とな っ て い る。 雇用ホ ワ イ トの 同職率は，68％ と高い

。 専門 ・

管理 と雇用ホ ワ イ トの 合計 は，初等学歴 と比較す ると格段に大 き く，初職で 55％ ， 40

歳時職で 57％ で あ る。 自営は 7％ → 15％ と， 2倍以上 に な っ て い る。

　高等学歴者 で は ， 初職 と40歳時職の 多い 順に は変化がな い
。 どち らで も，

上 位 2 職

の 雇用 ホ ワ イ トと専門 ・ 管理 で 80％ を こ え る 。 初職で は 81％ ，
40歳時職で は85％ で あ

る 。 雇用 ホ ワ イ トの 同職率は 8296で あ る 。

　職業構成 の 多 い 順か らみ る と ， 小学校 と中等学歴 で 初職 と40歳時職 に 変化が あ っ

た 。 ただ し， 変化の ありかた は小学校 と中等学歴で はか な りちが っ て い る 。 小学校で

は 6〜7割 が農業 と雇用 ブル ー とい う大勢に変化はな く， 被 雇用者か ら自営 へ の 移動

に よ る変化が生 じて い た。

一方，中等学歴で は ， 雇用 ブル ーが農業 を上回 っ て 減少 し

たた め に，初職か ら40歳時職に か けて
， 第 2位が雇用 ブル ーか ら農業 へ と変化 して い

た 。

　雇用 ホ ワ イ トの 同職率 は ， 学歴 に と もな っ て 上昇す る 。 他 の 職業で は こ の よ うな 学

歴 との 対応 を示 さな い 。 初職で の 雇用ホ ワ イ トの 職種を くわ しくみれ ば ， 小学校で は

67％ ， 高等小学校で は 51％が販売店員で あ るが ， 販売店員 は今で も転職が多 い 。 学歴

に よ る同職 率の ち が い は，雇用 ホ ワ イ ト内 で の 職種の ち が い を反映 して い る。 雇用ホ

ワ イ ト と一 口 に い っ て も学歴で 職種が こ とな り， 当然 ， 職業キ ャ リア も こ と な っ て い

た
。
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　 とこ ろで ，中等学歴に は実業学校 と中学校 の種別が あ り，進学者の 出身階層 に ちが

い が ある こ とを先に 指摘 して お い た 。 すなわ ち実業学校 は，中等教育拡大期以前 に は

中等教育進学率の 低か っ た雇i用 ブ ル ー ・ 農業 ・ 自営ブ ル ー とい っ た 父主職階層か ら

の
， 進学者 を吸収 して い た 。 この よ うな社会的背景を もつ 実業学校学歴者は ， どん な

職業 キ ャ リア を たど っ ただ ろ うか 。 初職 と40歳時職か らみて み よ う。

　 コ ホ ー ト全 体で 実業学校学歴者の 初職 をみ る と，雇用 ホ ワ イ ト （41％ ） 〉雇用 ブ

ル ー （29％） 〉農業 （1ge／e ） 〉専門管理 （5％ ） 〉 自営ホ ワ イ ト （3％ ） 〉 自営 ブ ル ー

（3％）とな っ て い る 。 中学校 や高等学歴で は ， 初職で 雇用 ブ ル
ー

に就 くもの は 10％以

下で 例外的で あ るの に対 し， 3割近 くが雇用ブル ー
に就 い て い る点で ， 実業学校 は高

等小学校以下の 学歴 と似て い る （小学校で 29％ ， 高等小学校 で31％）。 っ まり， 初職へ

の 入 り方に関 して は ， 実業学校卒は高等学歴 よ りもむ しろ高等小学校に近 い 。

　と ころ が 40歳時職 で は，雇用ホ ワ イ ト（40％） 〉雇用 ブル ー
（19％） 〉 農業 （17％）

〉専門 。 管理 （9％） ＝ 自営ホ ワ イ ト （9％） 〉 自営 ブ ル ー （5％）とな り， 高等小学校

卒 とは こ とな っ て きて い る
en

。

　そ こで 雇用 ブル ーを初職 とす るサ ン プ ル だ けを と りだす と ， 小学校 と高等小学校で

は 50％ 近 くが 40歳時に も雇用 ブル ー
で あ るが ， 実業学校で は 30％以下 に と どま る。 前

者で 40歳時に雇用 ホ ワイ トに 移動 して い る もの は 1割前後 で あるの に 対 し， 実業学校

学歴者の 4 割は40歳時に は雇用ホ ワ イ トに 就い て おり，
2割以上が 自営セ ク ター

に移

動 して い る 。 実業学校 とい う学歴 は，初職の 雇用 ブル ーを ス テ ッ プ と して 雇用ホ ワ イ

トや 自営 セ ク ター へ の 世代内職業移動 に お い て も，有効 に 機能 して い た と考え られ

る 。

　実業学校進学者の比率が高い 3 つ の 父主職階層 の うち ， 父主職が雇用ブル ー
で 実業

学校学歴をみ る と， 初職が ， 雇用 ブル ー
（53％）〉雇用 ホ ワ イ ト （35％）〉 自営 ブル ー

（12％），
40歳時職が雇用 ホ ワ イ ト（47銘） 〉 雇用 ブ ル ー（29％） 〉 自営 ホ ワ イ ト（12％）

〉 専門 ・ 管理 （6％） ＝ 自営 ブ ル
ー

（6％ ）で ある。 同様に ， 自営 ブ ル ーで 実業学校は ，

初職が雇用 ホ ワ イ ト （43％）＝・雇用 ブル ー （43％）〉 自営 ブル ー
（140／o ），40歳時職が

自営 ブ ル ー
（57％ ） 〉 雇用 ホ ワ イ ト （14％） 一

雇用 ブ ル ー
（14％）二農業 （14％） と

な る 。 そ して ， 農業で 実業学校 は ， 初職が ， 農業 （42％） 〉雇用 ホ ワ イ ト （31％） 〉

雇 用 ブ ル ー （25％） 〉 専門 ・管理 （3％ ）， 40歳時職が 農業 （33％） 〉 雇用ホ ワ イ ト

（289。 ） 〉 雇用 ブル ー （22％） 〉専門 ・管理 （11％ ） 〉 自営 ホ ワ イ ト （6％）に な っ て
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い る 。 父主 職の 雇用 ブ ル ーと自営 ブル ーは対照的な キ ャ リア を もつ
。 雇用 ブル ー

で は ，

企業内部 で の 雇用 ブル ーか ら雇用 ホ ワ イ トへ の 移動が あ るの に 対 し， 自営 ブ ル ーで

は ， 雇用ホ ワ イ トお よ び雇用 ブル ーか ら大 き く自営ブ ル ーへ 移動 して い る 。 同 じ学歴

で も
， 家庭の 職業階層 に よ っ て 職業キ ャ リア が こ とな る。

8．　 ま とめ

　以 上 ，
1896− 1925年出生者を対象に ，どん な社会的背景 を も っ た人 が どん な1日制学歴

を取得 したか を父主職お よ び族籍か ら分析 し，さ らに そ の学歴 と職業 キ ャ リア の 関係

に つ い て の 考察を試みた 。

　彼 らが初等教育を修了 した 1920−30年代は中等教育の 拡大期で あ っ た
。 けれ ど も，

そ

れ へ の 対応 は ， 実 は 父主職 階層 に よ っ て こ とな っ て い た。 被雇用系 は ホ ワ イ ト ・ブ

ル ー と も全体 の伸 び以上 に進学率 を あげ中等教育拡大の 推進力に な っ て い た が ，雇用

ホ ワ イ トが 高等教育 へ も進出 しは じめ た の に 対 し， 雇用 ブル ーで は高等教育進学率は

そ れ ほ ど増加せ ず，実業学校 とい う職業系中等教育に吸収され た。 他方 ， 自営系は ホ

ワ イ ト ・ ブ ル ーと もに進学率の 上昇が 鈍 く， 同種 の職種内で も雇用か 自営か で差 異が

うまれて い た。 さ らに ， 農業は中等教育の 拡大か らは取 り残 され て い た 。 1920−30年代

の 中等教育の 拡大は こ う した形で
，

い わ ば各階層の ちが い を内部で 生産 ， あ るい は再

生産 しなが ら， 展開 して い っ た の で あ る。

　学歴 と職業キ ャ リア の 関係 に っ い て は ， 高等教育が突出した優位性をもつ 点 と，高

等小学校以 下の 学歴が農業や雇用 ブ ル ーの 人材を供給 して い た点で は ，
こ の 期間 に大

きな変化 はなか っ た 。 変化 した の は中等学歴で あ り，中等学歴者 との 関わ りの なか で ，

高等学歴や 高等小学校 の 社会的意味 も少 しず っ 変化 して い っ た と考 え られ る。 と く

に ， 実業学校はい わ ゆ る世代間職業移動
 

に お い て も， 世代内職業移動に お い て も， 独

自の 機能を果 た して い た。

〈注〉

〔1） 65年 と85年男性 B 票 は学校名まで 質問 して お り，特 に 65年で は旧制学歴が 全サ

　 ン プ ル の 約 2／3 を 占め る。

（2） 学校名か ら種別 を同定す る 際に は ， 文部省年報 の 学校名総覧を用 い た 。 特 に 問

　題 に な る の は実業学校 と各種学校の 区 別で あるが ，文部省年報 の 中学校 ・ 実業学

　校の 学校名記載 は昭和 10年度で おわ る。 そ の た め ， そ れ以前の 卒業者で 該当校名

　が年報 に ない 場合に は各種学校卒 と し， そ れ 以降 は学校名 の 形式 と学歴経 由年
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　数　さ らに 昭和 25年時 の 学校名の 資料を参考に，独 自に判断 した 。 な お，年報の

　参照にあ た っ て は ， 国立教育研究所 の伊藤彰浩氏の ご厚意 をい た だい た 。

（3） 調査地点内で の サ ン プ ル 抽 出間隔が かな り小 さ い
。

（4） 現職で はな く40歳時職 をと るの は ， 職業キ ャ リア 上 の 位置を特定 したい か らで

　あ る 。 もともと40歳代は転職が少な く，キ ャ リア 上安定期に あ る とい え る 。 実際，

　75年と85年調査か らみ る と， 「父主職」は ， ほ とん どが 父親が40歳代の 職業だ と考

　え られ る 。 そ の 点で 40歳時の 職業は父主職と うま く対応す る うえ ， 時点 も特定で

　 きる の で ，現職 よ り も40歳時職の 方が ふ さわ しい と判断 した 。

（5） 従来の SSM 　8 分類の うち ， 事務 と販売を 「ホ ワ イ ト」に ， 熟練／半熟練／非熟

　練を 「ブル ー
」 に統合した上で ， 雇用／自営の 区別を と りい れ た 。

  　もち ろん，父主職が いか なる意味で 階層指標に な りうるの か が問題 なの で あ る

　が ， そ の 点 に つ い て は以 下で少 し述 べ る 。 な お，サ ン プル 数の 関係で ，以下で は ，

　サ ン プル の 出生 コ ホ
ー

トは 10年 ご とに分けて み て い く。

（7｝ X2検定に よ り， どち らも0．1％水準で 有意で あ る 。

（8） 中川 （1985）は東京市とその 付近 を対象地域 とする家計調査デ
ー

タ の 分析か ら，

　明治20年か ら昭和 15年 まで の 「都市下層」 「工場労働者」「新 中間層」 の 家計の 実

　支出の 変化を示 して い る （中川 の い う 「新中間層」 は本論文 の 雇用 ホ ワ イ トに ，

　「工場労働者」は雇用ブル ーに 該当する ）。 そ れ に よ る と， 1921年頃に急上昇 した

　各階層 の 支出 は ，
い わ ゆ る昭和恐慌下 で

一
転急落下す るが ， その 低下 の 程度は

　「工場労働者」 よ り 厂新中間層」で 激 し くな っ て い る 。

（9） ミク ロ な事例だ が ， 吉田文 は丹波篠山に お け る旧士族と商家に お ける学歴取得

　の 意味の ちが い を指摘 して い る （天野編　1991
， 第 3 部 2−3 章）。

  　な お，こ う した各階層の 基 本的な動向 は 55年 デ ー タで も共通 す る 。 特 に 19正6−25

　年 コ ホ
ー

トで の雇用 ホ ワ イ トの 進学率の 突出は ，
65年よ りも顕著で ある 。

（ll） 1920年 → 30年 → 40年で ，第一次産業 と第二 次産業の 1人あた り生産額の 比 は

　2．02倍 → 4．15倍一
ラ 3．65倍 に ， 第一

次産 業 と第三 次産業 の 比 は2 ，74倍 → 4．51倍→

　2．31倍 に推移 して い る （中村　1993， 32頁第 13表）。 農業 と第三次産業との 経済格

　差は そ れ ほ ど大 きく開い て はい な い
。

働　文化資本論的に は， こ の 対応 は 「各階 層の 文化的再生産戦略」 に み え るか も し

　れ な い 。 た だ し ， 階層 に 「戦略」 とい う intentionalな術語 を用 い る こ と自体疑問

　が あ る し， そ の うえ ， こ こ で み られ る変化は ， む しろ 「雇用 ホ ワ イ ト」 「雇用 ブ

　ル ー
」 とい う階層の 「生産」 に近 い 。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 戦間期日本 に お ける職業 と学歴

｛13＞ 実業学校学歴者全体で の 父主職の 分布をみ る と， 農業 （37％）〉 雇用 ホ ワ イ ト

　（18％） 〉雇用 ブル ー
（17％） 〉 自営ホ ワ イ ト （15％ ） 〉 自営 ブ ル

ー
（70／e ） 〉専

　門 ・ 管理 （5％）， とな っ て い る。 これ は例え ば中村 （1971）の 大阪府 の 名門工 業学

　校 ・ 商業学校卒業者の 父職構成 とは やや こ とな る 。

（14 ×
2
検定で 1％水準で 有意で あ っ た

。

  　 もち ろん ，
こ こで い う 「実業学校」 の なか に はか な り差異 が あ る 。 例え ば ， 設

　 立年次 の 占い 甲種商業学校 と新設 の 各種学校 を同列 に あ っ か うの は 危険で ある

　 （陣内　1988　211− 214頁， 中村　1971）。 けれ ど も， 全体的に み れ ば ， 中学校 と実

　業学校の 間 に は格差 が あ っ たの で は な い か 。 学歴分類 と して ， 高等小学校卒後 の

　各種学 校 を 「実 業学校」 に い れ る の は議論 が あ る か も しれ な い
。 け れ ど も森

　 （1981）で は，各種学校卒 も資格と して 給料上で 評価 され て い る し，
65年調査の 回

　答者自身， 各種学校 を明確 に 「学歴」 と して意識 して い る （当然 ，
55年お よび 75

　年調査で 学歴 を 「旧制中等教育」 と答えた人間の な か に は ， 各種学校卒が ふ くま

　 れ て い る と考え るべ きで あ る）。

  　族籍を 「華族」また は 「不明」と答え たサ ン プル を除い た 。 士族／平民の 族籍

　別 と学歴種別 との 関連性は，X2検定で 0．1％ の 有意水準で あ っ た。 教育年数を説明

　変数とす る分散分析で も，
F 検定で 0．3％水準で有意 に な る。 分散分析で は コ ホ ー

　 ト別に もみ て も，
3 っ の コ ホ ー トすべ て で 有意に な る。

（IT　学校種別 と族籍 に 関す る X2検定は ， 0，2％水準で 有意で あ っ た 。

  　第 1 の モ デ ル （ZF ）で は，族籍 は父主職 に 影響 を与 え るが ， 本人学歴 に は父主

　 職も族籍 も影響を与え て い な い 。 第 2 の モ デ ル （ZF ）（ZE ） は ， 族籍 は父主職 と

　 本人学歴 に影響を与え るが，父主職単独で は本人学歴に 影響を与え な い
。 第 3 の

　 モ デ ル （ZF ）（FE ）は，族籍が父主職 1こ影響を与え ，父主職は 本人学歴 に 影響を

　 与 え るが ， 族籍単独で は本人学歴 に 影響を与え て い な い
。 最後の モ デ ル （ZF）

　 （FE ）（ZE ）で は ， 族籍が 父主職と本人学歴に影響を与え ， さ らに 父主職 も本人学

　 歴 に影響 を与え る 。

  　こ こで は小学校以 下の 学歴者 を除 き ， 高等小学校程度 と中等教育以上 の 学歴者

　 と の ふ た っ の カ テ ゴ リ
ー

に わ けて ， そ れ ぞ れ の モ デ ル が 成立す る か ど うか を み

　 た 。

  　高等小学校程度以 下 の 学歴 者を除 き ， 中等学歴者 と高等学歴者の ふ た っ の カ テ

　 ゴ リ
ー

に わ けた
。

  　高等小学校程度以下の 学歴者を除 き，実業学校学歴者 と中学校 ・高等教育学歴
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　者の 2 っ に わけ ， それ ぞれ の モ デ ル の 成立をみ た。

  　中村清 らの 調査で も， 工 業学校を最終学歴 とす る サ ン プ ル に お い て ， 初職で

　31％ を しめ て い た ブ ル ーカ ラ
ーが 40歳代で ほ とん ど い な くな り， 初職で は ほ とん

　 どい な い 大企業管理 職が 49％ ， 小企業管理職 （自営をふ くむ）が 24％ い る 。

  　佐藤（1994）参照 。
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